
邑南町職員の人事行政の運営等の状況について 

地方公務員法及び邑南町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、職

員の任用、職員数、勤務時間等人事行政の運営等の状況についてお知らせします。 

 

1 職員の任免及び職員数に関する状況 

職員数 

区  分 H30.4.1 職員数 
H30.4.2～H31.4.1 

H31.4.1 職員数 
採用者数 退職者 

行 政 職 197 人 19 人 17 人 197 人 

現 業 職 11 人 2 人 1 人 11 人 

公 企 職 8 人 － 1 人 8 人 

計 216 人 21 人 19 人 218 人 

 

2 職員の勤務時間その他の勤務条件 

（１）職員の勤務時間（標準） 

１週間の正規

の勤務時間 

１日の正規

の勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 備  考 

38 時間 45分 ７時間45分 8：30 17：15 12：00～13：00 平成 21 年 10 月より 

（参考）邑南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、邑南町職員の勤務時間、休暇等に関する規則 

 

（２）休暇の概要 

種   類 概             要 

年次有給休暇 

１年（暦年）につき 20日 

年末に年次有給休暇の使用残日数があるときは、20 日を限度として翌年

に繰り越すことができる。 

病 

気 

休 

暇 

公務傷病等 
職員が公務上又は通勤により負傷し、疾病にかかった場合において任命

権者が療養を必要と認めた期間 

結核療養者 
医師の診断の結果、結核の判定を受けた職員で、任命権者が長期の療養

を必要と認めたとき、１年以内の期間 

生理休暇 生理日の就業が著しく困難な職員で、2日を越えない範囲内 

私傷病 
職員が負傷し、又は疾病にかかった場合において、任命権者が療養を必

要と認めたときは、90日を超えない期間 

特別休暇 
選挙権その他公民としての権利の行使、慶弔、出産、その他特別の事情

による場合に与える。 

介護休暇 

職員が、親族で負傷、疾病又は老齢により 2週間以上にわたり日常生活

を営むのに支障があるものの介護をするため、6 月の期間内で介護休暇

を受けることができる。休暇期間中の給与は減額。 



介護時間 

職員が、親族で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があ

るものの介護をするため、1 日につき 2 時間を越えない範囲で介護時間

を受けることができる。介護時間中の給与は減額。 

組合休暇 
職員が許可を得て、登録された職員団体の業務又は活動に従事する期

間。1暦年につき 30 日まで。休暇期間中の給与は減額。 

(参考)邑南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、邑南町職員の勤務時間、休暇等に関する規則 

 

（３）特別休暇の種類（主なもの） 

骨髄提供のための休暇 職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施す

る者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、

子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提

供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことが認められるとき、

必要と認められる期間 

ボランティア休暇 職員が自発的に、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（専ら

親族に対する支援となる活動を除く）を行う場合で、その勤務しないこ

とが相当であると認められるとき１年において５日の範囲内の期間 

＊地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又は

その周辺の地域における生活関連物資の配布その他の被災地を支援

する活動を行う場合 

＊身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他の主として身体若

しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった

者に対して必要な措置を講ずることを目的とする施設であって任命

権者が定めるものにおける活動を行う場合 

＊身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により状態として日常

生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活

動を行う場合 

産前産後休暇 産前：8 週間（多胎妊娠の場合にあっては、14 週間）以内に出産する

予定である女子職員が請求した場合 出産の日までの請求した期間 

産後：女子職員が出産した場合 出産日の翌日から 8 週間を経過する

日までの期間 

慶弔休暇 本人の結婚：7日以内 

忌引：配偶者 10 日以内、父母 7日以内（血族）等 

父母、配偶者及び子の祭日：年各々1日 

育児時間 1 歳未満の子を育てる女子職員 1日 2回それぞれ 30分以内 

子の看護のための休暇 5 日以内（2人以上の場合にあっては 10日以内） 

介護休暇 5 日以内（2人以上の場合にあっては 10日以内） 

妊娠障害 2 週間以内 

妻の出産 妻の入院の日から出産日後 2週間の期間内で 3日 

リフレッシュ休暇 4 日の範囲とし、取得は連続する 2日以上の期間 



3 職員の分限及び懲戒処分の状況  

（１）分限処分者数  

 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績がよくない場合 

（地方公務員法第２８条第１項第１号） 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

心身の故障の場合 

（地方公務員法第２８条第１項第２号） 

（地方公務員法第２８条第２項第１号） 

0 0 8 0 8 

職に必要な適格性に欠く場合 

（地方公務員法第２８条第１項第３号） 

0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 

合計 0 0 8 0 8 

 

（２）懲戒処分者数   

 降任 免職 休職 降給 合計 

法令に違反した場合 

（地方公務員法第２９条第１項第１号） 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

（地方公務員法第２９条第１項第２号） 

0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあっ

た場合 

（地方公務員法第２９条第１項第３号） 

0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 0 

 

4 職員の服務の状況  

（1）一般職員の年次有給休暇の取得状況 

総付与日数 

Ａ（日） 

総取得日数 

Ｂ（日） 

全対象職員数 

Ｃ（人） 

平均取得日数 

Ｂ／Ｃ（日） 

消化率 

Ｂ／Ａ（％） 

７，３８３ ２，５９１ １９２ １３．５ ３６．１ 

（注）対象期間 暦年（平成３０年１月１日から平成３０年１２月３１日まで） 



（２）育児休業の取得状況  

区    分 育児休業取得者数 部分休業取得者数 

男性職員 

人 

0 

人 

0 

0 0 

女性職員 
1 1 

2 1 

計 
1 1 

2 1 

（注）｢育児休業取得者数｣、｢部分休業取得者数｣の欄の上段は平成 30年度に新たに育児休業（部

分休業）を取得した者、下段は育児休業（部分休業）の期間が平成 29 年度から 30 年度にか

けて引き続いている者の数 

 

（３）介護休暇の取得状況 

な し 

5 職員の研修及び勤務成績の評定の状況  

 （１）研修の状況 

 (市町村職員中央研修所) 

研 修 名 等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

全国地域づくり人財塾 1 3 1  

(国土交通省) 

研 修 名 等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

専門課程国土調査研修 1 12 1  

 (島根県) 

研 修 名 等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

新人社員合同研修会 2 3 7 採用 1 年目職員対象 

新規採用職員人権・同和問題研修 5 1 39 採用 1、2 年目職員対象 

徴収実務研修 １ １ 3  

メンタルヘルスケア研修 1 1 1  

債権に関する専門研修 1 1 5  

ひと・まちフォーラム 1 1 4  

 

 

 

 

 



(島根県自治研修所） 

研 修 名 等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

新規採用職員研修 2 8 22  

一般職Ⅰ課程研修 2 4 6  

一般職Ⅱ課程研修 2 4 4  

中堅職員研修 2 4 7  

管理監督者第Ⅰ課程(旧新任係長)研修 2 4 7  

管理監督者第Ⅱ課程(旧新任課長補佐)研修 2 4 4  

管理監督者第Ⅲ課程(旧新任課長)研修 2 6 3  

係長・中堅等職員選択研修 8 8 10  

市町村若手職員政策形成セミナー 1 2 1  

（島根県市町村総合事務組合、島根県町村会） 

研 修 名 等 研修回数 研修日数 受講者数 備 考 

地方公会計制度入門研修 2 4 6  

外国人住民への窓口対応研修 1 1 1  

ムダを省く５Ｓ研修 2 2 5  

国庫補助事業執行事務適正化研修 1 1 2  

税徴収実務研修 1 1 1  

自治体経営手法研修 1 1 4  

地方公会計制度活用研修 1 1 2  

公金徴収実務研修 1 2 6  

チームで働く職場のための労働時間見直し研修 1 1 1  

課題解決型地域公共交通研修 1 1 1  

定住促進研修 1 2 1  

（その他） 

研 修 名 等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

情報セキュリティー、文書管理、法令研修及

び財務事務研修 
1 2 13 

 

人事制度と勤務管理の法律 1 3 2  

地域学習（公民館研修） 1 2 13  

入札制度をめぐる諸問題の克服と効果的な

運用への工夫 
1 2 2 

 

人事評価研修 4 5 146  

入札・契約研修 2 2 113  

町民大学(第 1 講) 1 1 24  



例規システム研修 1 1 19  

土地の課税と評価研修 1 1 1  

部落解放同盟島根県講座 1 1 25  

不動産登記実務研修 2 3 2  

人権啓発研修推進員会議 3 3 46  

人権同和教育課長研修 1 1 39  

人権・同和問題職員研修 1 1 62  

たばこセミナー研修 1 1 14  

あいサポート研修 1 1 18  

健康セミナー 2 1 34  

その他 11 1～9 27  

（資格取得） 

資 格 名 取得者数 備  考 

社会福祉主事 2  

 

 （２）勤務成績の評定状況 

邑南町人事評価制度に基づいて、全職員を対象に実施しました。 

（内容） 

・年度当初に課の組織目標を設定し、組織目標を元に個別目標を設定し面談後決定 

・半期経過後及び期末に目標の達成状況を管理監督者と面談を行い、職員の能力向上、

職務改善を図っています。 

・実績をふり返り、次年度に向けてのステップ・アップのきっかけとしています。 

 

6 職員の福祉及び利益の保護の状況  

 （１）安全衛生管理体制 

区分 安 全 衛

生 管 理

責任者 

安全管

理者 

衛生管

理者 

安全衛

生推進

者等 

産業医 安全衛生委員会 

選 任 事

業 所 数

(箇所) 

選任事

業所数

(箇所) 

選任事

業所数

(箇所) 

選任事

業所数

(箇所) 

選任事

業所数

(箇所) 

選任事

業所数

(箇所) 

委員数 

選任状況 － － 1 － 1 1 15 

 

 

 

 



（２）職員のための福利厚生活動事業 

事業名 事業の概要・目的 
Ｈ30年度決算額

（千円） 

労働安全・衛生事務 産業医の設置を行う。 ７２０ 

健康診断事業 職員に対して、健康診断を実施する。 １，３９８ 

互助会負担金 島根県市町村職員互助会負担金（注） １，４８５ 

合  計 ３，６０３ 

（注）互助会掛金として互助会負担金と同率（給料月額の 1.5／1000）の掛金を徴収し、掛金

負担金の合算を島根県市町村職員互助会へ納めています。  

  給付事業では、結婚祝い金、会員･家族療養費等があります。 

 

（３）職員の健康診断の状況  

種  類 
定 期 健 康

診断 

短 期 人 間

ドック 

１日外来人間

ドック 

脳ドック シ ル バ ー

ドック 
計 

受診者数 １６３ ― ８２ － － ２４５ 

 


